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連 結 注 記 表

1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ３社

連結子会社は鈴与シンワ物流株式会社、シンワ運輸東京株式会社及びＧＢＲ株式会社であります。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法適用関連会社の数 ３社

持分法適用関連会社は株式会社ニップンロジス、丸大トラック株式会社及び株式会社インタークエ

ストであります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ) 有価証券

　 その他有価証券

　 時価のあるもの 連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法に

より算定）
時価のないもの 主に総平均法による原価法

(ロ) たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準 原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

評価方法 商品 最終仕入原価法

製品 個別法

仕掛品 個別法

貯蔵品 主に最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３～43年

(ロ)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可
能期間（５年）による定額法

(ハ)リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

③ 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費 定額法
償却年数 ７年
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④ 重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ)賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の
負担額を計上しております。

(ハ)受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末時点で将来
の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能な
ものについては、将来の損失見込額を計上しております。

(ニ)役員退職慰労引当金 当社の役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。

(ホ)訴訟損失引当金 訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積
もり、必要と認められる額を計上しております。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

(イ)退職給付見込額の期

間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。

(ロ)数理計算上の差異の

費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

⑥ 重要な収益及び費用の計上基準

受注制作ソフトウェア開

発に係る収益及び費用の

計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるソ

フトウェア開発については工事進行基準（ソフトウェア開発の進捗率の

見積もりは工数の発生比率による。）を、その他のソフトウェア開発に

ついては工事完成基準を適用しております。
⑦ 重要なヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法 特例処理の要件を満たしている金利スワップについて、当該特例処理に

よっております。

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 金利変動により影響を受ける長期借入金利息

(ハ)ヘッジ方針 当社所定の社内承認手続きを行った上で、借入金利息の金利変動リスク

を回避する目的により、金利スワップを利用しております。

(ニ)ヘッジ有効性評価の

方法

金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価の

判定を省略しております。

⑧ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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2. 会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計

基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以

下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25

年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続

している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、

取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当連

結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の

配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更いたし

ます。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を

行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-２項（４）、連結会計基準第44-

５項（４）及び事業分離等会計基準第57-４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連

結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響額はありません。

3. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保提供資産

担保資産の内容及びその金額

建 物 443,964千円

土 地 2,128,002千円

　 計 2,571,967千円

担保に係る債務の金額

短期借入金（１年以内に返済予定の長期借入金を含む） 804,620千円

長期借入金 1,434,510千円

支払承諾 204,500千円

　 計 2,443,630千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,719,267千円

(3) 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づいて事業用の土地の再

評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、

残額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号) 第２条第３号に定める

固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を採用しております。

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△1,044,356千円

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株) 14,500,000 500,000 － 15,000,000
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(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 35,531 2.50
平成27年
３月31日

平成27年
６月29日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

次のとおり、決議を予定しております。

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 36,779 2.50
平成28年
　３月31日

平成28年
　６月30日

5. 金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、主
に銀行借入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利
用し、投機的な取引は行っておりません。

② 金融商品の内容及びリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、投資有価
証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に取引先企業との業務上の関
係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。短期借

入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）及び社債は、主に
設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております
が、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図
るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用してお
ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価
方法等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方
法」をご覧ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

（イ）信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について定期的に取引先ごとの期日管理及び残高確認を行っており

ます。

（ロ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま

た、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。デリバティブ取引

の執行・管理については、取引権者による決裁に基づいて実施しており、また、デリバティブ

の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行って

おります。

（ハ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、月次に資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスクの管理をしております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「(2)金融商品の時価
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等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバ

ティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　(2)金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりま

せん。（（注２）をご参照ください。）

（単位：千円）
連結貸借対照表

計 上 額
時価 差額

（１）現金及び預金 1,169,002 1,169,002 －

（２）受取手形及び売掛金 2,108,434 2,108,434 －

（３）投資有価証券

　 その他有価証券 134,870 134,870 －

資 産 計 3,412,307 3,412,307 －

（１）支払手形及び買掛金 892,654 892,654 －

（２）短期借入金（※） 500,000 500,000 －

（３）社債 525,000 531,352 6,352

（４）長期借入金（※） 3,792,030 3,846,551 54,521

負 債 計 5,709,684 5,770,558 60,873

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているもの － － －
（※）長期借入金の支払期日が１年以内になったことにより、短期借入金に計上されたものについて

は、本表では長期借入金として表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

（１）現金及び預金ならびに（２）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（３）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格に基づき算定しております。また、保有目的ご

との有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。

その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

区 分 種 類
連結貸借対照表

計 上 額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式 97,939 51,469 46,469

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

株式 36,931 63,650 △26,719

合計 134,870 115,119 19,750
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負債

（１）支払手形及び買掛金ならびに（２）短期借入金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

（３）社債

社債の時価については、市場価格に基づいた現在価値により算定しております。

（４）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　
デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　 金利関係

（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等
契約額等の
うち１年超

時価

金利
スワップの
特例処理

金利スワップ取引

長期借入金（※１） 1,934,480 1,478,960 (※２）
支払固定

受取変動

合計 1,934,480 1,478,960

（※１)想定元本を契約額等として表示しております。
（※２)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
（注）時価の算定方法
　 取引先金融機関等から掲示された価格等に基づき算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 40,140

上記については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるには過大なコストを
要すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた
め、「資産（３）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内

現金及び預金 1,169,002

受取手形及び売掛金 2,108,434

合計 3,277,436

　

（注４）社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超 ２年超 ３年超 ４年超

５年超
２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内

社債 75,000 135,000 135,000 90,000 42,000 48,000

長期借入金 1,122,620 1,029,320 794,970 473,720 243,720 127,680

合計 1,197,620 1,164,320 929,970 563,720 285,720 175,680

6. 賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額について重要性が乏しいため、注記を省略しております。
　

7. １株当たり情報に関する注記

　(1) １株当たりの純資産額 137円20銭

　(2) １株当たりの当期純利益金額 12円26銭

8. その他の注記

（１）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正す
る等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に成立したことに伴い、当連結会計年度
の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）
に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の32.34％から、回収または支払が見込まれる期間が
平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.86％、平成30年４月１日以降のものにつ
いては30.62％にそれぞれ変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が32,688千円減少し、
当連結会計年度に計上された法人税等調整額が30,832千円、その他有価証券評価差額金が1,306千
円それぞれ増加し、退職給付に係る調整累計額が1,776千円減少しております。
　また、再評価に係る繰延税金負債が9,187千円減少し、土地再評価差額金が同額増加しておりま
す。

（２）企業結合等関係

（共通支配下の取引等）

（1）取引の概要

①被取得企業の名称及び取得した事業の内容

被取得企業の名称 ＧＢＲ株式会社
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取得する事業の内容 ＧＢＲ株式会社のソフトウェアの開発、販売及び保守に関する事業

②企業結合の日 平成28年２月１日

③企業結合の法的形式 ＧＢＲ株式会社のソフトウェアの開発、販売及び保守に関する事業

を当社に承継させる吸収分割であります。

④企業結合後の名称 鈴与シンワート株式会社

⑤取引の目的を含むその他取引の概要 当社グループでは、市場の環境変化が目まぐるしい

情報サービス事業分野において、お客様の幅広いビジネスニーズにお応えするため、これ

まで以上に多様で充実したソリューションの提供を目指し、パッケージソフトの導入及び

運用サービス等を行うプロダクト事業の強化に取り組んでおります。本吸収分割により、

グループ経営資源を集約し、意思決定の迅速化と効率的な事業戦略を行うとともに、顧客

満足度の向上と事業基盤の強化を図るものであります。

（2）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

9. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均

法により算定）
時価のないもの 総平均法による原価法

② たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準 原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

評価方法 商品 最終仕入原価法

仕掛品 個別法

貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～43年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）による定額

法

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(3) 繰延資産の処理方法

社債発行費

定額法

償却年数 ７年

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

③ 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、事業年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該

損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、将来の損失見込額を計上しておりま

す。

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。
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ア 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

イ 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

⑤ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準
受注制作ソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準
当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるソフトウェア開発については工
事進行基準（ソフトウェア開発の進捗率の見積もりは工数の発生比率による。）を、その他のソ
フトウェア開発については工事完成基準を適用しております。

(6) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引について、当該特例処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ
ヘッジ対象 金利変動により影響を受ける長期借入金利息

③ ヘッジ方針
当社所定の社内承認手続きを行った上で、借入金利息の金利変動リスクを回避する目的により、
金利スワップを利用しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価の判定を省略しておりま
す。

(7) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類における
会計処理の方法と異なっております。

② 消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

2. 表示方法の変更

　当事業年度より、貸借対照表の表示方法の変更を以下のとおり行っています。この変更は、当社
の事業活動の多様化や取引実態を計算書類により適切に反映するために行いました。
（貸借対照表）
　・「営業未収入金」として表示していた勘定科目の名称を「売掛金」に変更しました。
　・「営業未払金」として表示していた勘定科目の名称を「買掛金」に変更しました。
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3. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保提供資産
担保資産の内容及びその金額

建 物 443,964千円

土 地 2,128,002千円

　 計 2,571,967千円

担保に係る債務の金額

短期借入金（１年以内に返済予定の長期借入金を含む） 804,620千円

長期借入金 1,434,510千円

支払承諾 204,500千円

　 計 2,443,630千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,665,171千円

(3) 関係会社に対する短期金銭債権 234,322千円

(4) 関係会社に対する短期金銭債務 52,484千円

(5)「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づいて事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、残

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号) 第２条第３号に定める

固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を採用しております。

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△1,044,356千円

　
4. 損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

関係会社との取引高は、次のとおりであります。

営業取引（収入分） 88,602千円

営業取引（支出分） 224,437千円

営業取引以外の取引（収入分） 313,892千円

5. 株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式（株） 287,433 670 － 288,103

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　 単元未満株式の買取りによる増加 670株
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6. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

　退職給付引当金 419,248千円

　賞与引当金 86,417千円

　その他 85,255千円

繰延税金資産小計 590,921千円

評価性引当額 △30,374千円

繰延税金資産の合計 560,547千円

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正す

る等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に成立したことに伴い、当事業年度の繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使

用した法定実効税率は、前事業年度の32.34％から、回収または支払が見込まれる期間が平成28年

４月１日から平成30年３月31日までのものは30.86％、平成30年４月１日以降のものについては

30.62％にそれぞれ変更されております。

　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が32,163千円減少し、当

事業年度に計上された法人税等調整額が32,601千円、その他有価証券評価差額金が438千円それぞ

れ増加しております。

　また、再評価に係る繰延税金負債が9,187千円減少し、土地再評価差額金が同額増加しておりま

す。

7. 関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(千円）

事業の内容又

は職業

議決権等

の所有

（被所有）

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社
鈴与株式会
社

静岡県静岡

市清水区

1,000,000 物流事業

（被所有）

直接 -

間接 40.39

設備賃借

役員の兼任

設備賃借料 204,945 買掛金 48,648

（注）１.記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２.取引条件及び取引条件の決定方針等

・賃借料については、近隣相場等を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

・固定資産の購入については、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
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(2) 子会社

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(千円）

事業の内容又

は職業

議決権等

の所有

（被所有）

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社
鈴与シンワ
物流株式会
社

東京都港区 50,000 物流事業

（所有）

直接 100.0

設備の賃貸

資金の貸付

役員の兼任

受取賃貸料 310,032 － －

資金の貸付

資金の回収

480,000

614,200

関係会社短

期貸付金
207,200

関係会社長

期貸付金
40,600

子会社
ＧＢＲ株式
会社

東京都港区 36,500
情報サービ

ス事業

（所有）

直接 100.0

プロダクト導

入作業

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付

資金の回収

債権放棄

1,106,500

1,071,530

100,000

関係会社短

期貸付金
－

関係会社長

期貸付金
－

当社を分割

承継会社と

する吸収分

割（注３）

分割資産 129,266 － －

分割負債 129,266 － －

（注）１.記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２.取引条件及び取引条件の決定方針等

・賃貸料については、近隣相場等を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

　・資金の貸付については、市場金利を勘案し、利率を合理的に判断しております。

３.承継する資産及び承継する負債は、分割期日の前日に付された適正な帳簿価額により承継しております。

8. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 118円04銭

(2) １株当たりの当期純利益金額 １円05銭

9. その他の注記

（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

（1）取引の概要

①被取得企業の名称及び取得した事業の内容

被取得企業の名称 ＧＢＲ株式会社

取得する事業の内容 ＧＢＲ株式会社のソフトウェアの開発、販売及び保守に関する事業

②企業結合の日 平成28年２月１日

③企業結合の法的形式 ＧＢＲ株式会社のソフトウェアの開発、販売及び保守に関する事業

を当社に承継させる吸収分割であります。

④企業結合後の名称 鈴与シンワート株式会社

⑤取引の目的を含むその他取引の概要 当社グループでは、市場の環境変化が目まぐるしい

情報サービス事業分野において、お客様の幅広いビジネスニーズにお応えするため、これ

まで以上に多様で充実したソリューションの提供を目指し、パッケージソフトの導入及び

運用サービス等を行うプロダクト事業の強化に取り組んでおります。本吸収分割により、

グループ経営資源を集約し、意思決定の迅速化と効率的な事業戦略を行うとともに、顧客

満足度の向上と事業基盤の強化を図るものであります。
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（2）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

10. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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